
平成30（2018）年度 
日本体育協会公認指導員養成講習会 

受講の手引き 

競 技 名 

受講番号 
（受講決定時に通知） 

氏  名 

※講習会参加の際はご持参ください。また、この手引きは資格取得まで保管してください。 
※この受講の手引きは日本体育協会のHPからダウンロード可能です 
 （トップページ > スポーツ指導者 > 資格をとりたい！ > どんな資格があるの？ > 指導員） 

日本体育協会は、平成30年4月1日から「日本スポーツ協会」に名称を変更いたします 
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＜養成講習会について＞ 
 

養成講習会は、日本体育協会が実施する通信講座の「共通科目Ⅰ」（NHK学園） 
都道府県体育（スポーツ）協会・競技団体が実施する「専門科目」で構成されています。 
 
共通科目と専門科目の両方を「修了」し、登録手続きを完了すれば資格を取得できます。 

共通科目Ⅰ 受講 ※ 
【通信講座（NHK学園） 8月下旬～】 

課題提出 
（9月・10月・11月／3回） 

検定試験 合格 
（修了） 

登録手続き 

資格取得 

専門科目 受講 
【都道府県体育（スポーツ）協会・ 

競技団体が実施】 

※スポーツリーダー認定証などをお持ちの方は共通科目Ⅰの免除申請が可能です 

共通科目・専門科目 修了 



 「公認指導員」 
（競技別指導者資格） 

役割 
地域スポーツクラブ等において、スポーツに初めて出会う子どもたちや初心者を対象に、競技別の
専門的な知識を活かし、個々人の年齢や性別などの対象に合わせた指導にあたる。 
特に発育発達期の子どもに対しては、総合的な動きづくりに主眼を置き、遊びの要素を取り入れた
指導にあたる。地域スポーツクラブ等が実施するスポーツ教室の指導にあたる。施設開放において
利用者の指導支援を行う。 
 
認定により備えられる知識と能力 
・スポーツに関する基礎的知識 
・ボランティアに関する基礎的知識 
・競技者育成プログラムの理念と方法 
・初心者に対する基礎的指導法 
 
カリキュラム 
共通科目Ⅰ：35時間（通信講座） 
専門科目：40時間以上（各中央競技団体がそれぞれ定める） 
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受講申し込み 
指導者マイページ または 

実施団体所定の申込書提出 

【5月1日～ 6月29日】 

登録手続きに関する案内 送付 
（8月上旬～） 

⇒登録完了者を認定・登録 

（認定証・登録証を送付／10月1日付） 

日
本
体
育
協
会 

受
講
者 

都道府県体育 
（スポーツ）協会 

・ 
競技団体 

受講の流れ（指導員） 

問い合わせ・HP確認 
（講習会の有無、受講条件、申込期間、 
認証コード等を必ず確認してください） 

受講者とりまとめ 
（システム代理申込） 

受講内容承認 

共通科目 受講料納入 

都道府県体育 
（スポーツ）協会 

・ 
競技団体 

専門科目 受講料納入 

専門科目 受講 
（集合講習会、検定試験） 

課題提出 
（9月・10月・11月／3回） 

検定成績通知表 送付 
合格者には共通科目Ⅰ修了証明書送付 

不合格者には追試課題送付 

共通科目・専門科目 
受講状況通知 
（5月中旬～） 

実施報告 
（システム受講状況更新） 

共通科目Ⅰ 教材 
受講料払込用紙 発送 

（8月下旬頃～） 

専門科目講習会 
開催案内 
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受講申し込み 

受講条件（指導員） 
受講を開始する年の4月1日現在、満18歳以上の者で、 
当該競技団体の定める事項に該当する者。 
 
※競技ごとに年齢およびその他の条件を別途定めている場合がありますので、都道府県体育  
  （スポーツ）協会・競技団体のホームページ等にて受講条件の詳細を必ずご確認ください。 
※他の日本体育協会公認スポーツ指導者資格講習会との同時受講はできません。 
 
申し込み期間 
2018年5月1日（火）～6月29日（金）  
※専門科目実施団体によって異なります。年度によって専門科目講習会を実施しない競技も
ありますので、必ず実施団体にご確認ください。 
 
申し込み方法（以下の①または②のいずれか） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
受講料（税込） 
共通科目：19,800円（免除の場合は0円） 
専門科目：15,120円（免除の場合は0円） 

【個人情報の取り扱いについて】 
• 受講申し込みにあたり提供いただく個人情報は、公認スポーツ指導者養成団体が共同利用することとし、本養成 

講習会の運営・管理および諸連絡に使用します。 
• 「スポーツ指導者の活動に関する調査」にて取得した情報は、個人が特定される形での集計・公表はいたしません。 
• 日本体育協会は、本養成講習会における受講管理を業務委託いたします。業務委託にあたっては、本会と委託先

の間で個人情報保護に関する覚書を締結し、  個人情報の取り扱いについては十分注意を払っております。 
• 本会個人情報取り扱いについては、日本体育協会HPからご覧いただけます。 
  トップページ > 個人情報保護方針・特定個人情報基本方針 
  http://www.japan-sports.or.jp/privacypolicy/tabid/102/Default.aspx 

受講の申し込みから資格認定まで 

受講申込書 

①指導者マイページからの申し込み 

アカウント登録・ログインを行い、実施団体が定める期日までにお申し込みください。
（詳細は「指導者マイページ利用マニュアル」のページをご覧ください） 
※申し込みにあたっては実施団体に「認証コード」をご確認ください。 
※既に公認スポーツ指導者資格をお持ちの方はマイページをご利用ください。 

②実施団体所定の書類による申し込み 

所定の書類を実施団体から入手し、期日までにお申し込みください。 
（主な記入項目等については、「受講申込書」をご覧ください） 

【集合講習および試験の免除申請について（共通科目）】 
 

以下の関連資格等をお持ちの方は、該当する共通科目Ⅰ（NHK学園通信講座）の免除申請が可能です。 
詳細は次ページをご確認ください。 
① スポーツリーダー認定証（スポーツ少年団認定員認定証を含む） 
② 免除適応コース修了証明書または卒業証明書（対象校・対象学部のみ） 
③ その他関連資格等 
※申し込み後の免除申請は原則できません。必ず申し込み時に申請してください。 
※現在受講中・取得見込み・認定保留の方は免除できません。 
※既に公認スポーツ指導者資格（有効期限内）をお持ちの方は、マイページからのお申し込みの場合、 
  共通科目Ⅰが自動で 免除になります。 
※専門科目免除および専門科目に相当する資格の詳細については、競技団体にお問い合わせください。 
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共通科目免除概要および受講料 

2004(平成16)年度以前の「免除適応コース修了証明書」をお持ちの方 

「免除適応コース修了証明書」の種類 

共通科目 
共通科目Ⅰ  
受講料（税込） 

自宅学習・集合講習 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

（1）Ｃ級スポーツ指導員／少年スポーツ指導員 免除 ― ― ― 0円 

（2）Ｃ・Ｂ級スポーツ指導員／スポーツプログラマー／ 少年スポーツ指導員／少年スポーツ上級指導員 免除 免除 ― ― 0円 

（3）Ｃ級教師／Ｃ級コーチ／フィットネストレーナー 免除 免除 免除 ― 0円 

（4）Ｃ・Ｂ級教師／Ｃ・Ｂ級コーチ／アスレティックトレーナー／フィットネストレーナー 免除 免除 免除 ― 0円 

（5）Ｃ級コーチ 免除 免除 免除 ― 0円 

（6）Ｃ・Ｂ級コーチ／アスレティックトレーナー 免除 免除 免除 ― 0円 

（7）Ｃ級スポーツ指導員・少年スポーツ指導員・スポーツプログラマーⅠ期 共通科目修了証明書 免除 ― ― ― 0円 

（8）Ｃ・Ｂ級コーチ共通科目修了証明書 免除 免除 免除 ― 0円 

保有資格 

共通科目 

共通科目Ⅰ 
受講料(税込） 

免除申請時 
必要書類 

備       考 自宅学習・集合講習 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

（１）公認上級コーチ 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 免除 免除 0円 

登録証（写） ※2 

  （2）公認上級教師 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 免除 免除 0円 

（3）他団体認定の上級教師 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 免除 免除 0円 登録証（写） 

（4）公認スポーツトレーナー 2級 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 免除 ― 0円  

登録証（写） ※2 

  

（5）公認スポーツトレーナー 1級 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 免除 ― 0円  

（6）公認コーチ （他競技） 【有効期限内】 免除 免除 免除 ― 0円 

（7）公認教師 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 免除 ― 0円 

（8）公認フィットネストレーナー（SP2種） 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 免除 ― 0円 

（9）公認アスレティックトレーナー（AT） 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 免除 ― 0円 

（10）公認スポーツ栄養士 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 免除 ― 0円 

（11）他団体認定の教師 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 免除 ― 0円 登録証（写） 

（12）免除適応コース修了証明書（共通Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ） 保有者 免除 免除 免除 ― 0円 

修了証明書（写） 
（13）以下の資格の受講歴がある者で、共通科目Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ修了者 
公認コーチ／教師（C・B級含む）／アスレティックトレーナー／スポーツ栄養士 

免除 免除 免除 ― 0円 

（14）公認上級指導員 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 ― ― 0円  

登録証（写） ※2 

  

（15）公認スポーツプログラマー 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 免除 ― ― 0円  

（16）レクリエーションコーディネーター（H12年度以前取得者） 【有効期限内】 
＜日本レクリエーション協会＞ 

免除 免除 ― ― 0円  

登録証（写） 
（17）健康運動指導士 【有効期限内】 
＜健康・体力づくり事業財団＞ 

免除 免除 ― ― 0円  

（18）免除適応コース修了証明書(共通Ⅰ・Ⅱ） 保有者 免除 免除 ― ― 0円  修了証明書(写） 

（19）スポーツリーダー（スポーツ少年団認定員を含む） 免除 ― ― ― 0円  認定証（写） 

  

（20）公認指導員 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 ― ― ― 0円  

登録証（写） ※2 

（21）公認ジュニアスポーツ指導員 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 ― ― ― 0円  

（22）公認アシスタントマネジャー 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 ― ― ― 0円  

（23）公認クラブマネジャー 【有効期限内（4月1日時点）】 免除 ― ― ― 0円  

（24）野外活動指導者（ディレクタ１級）  【有効期限内】 
＜日本オリエンテーリング協会＞ 

免除 ― ― ― 0円  

登録証（写） 
（25）レクリエーションコーディネーター（H13年度以降取得者） 【有効期限内】 
＜日本レクリエーション協会＞ 

免除 ― ― ― 0円  

（26）免除適応コース承認校（分類A・B） 卒業者 （H17年度以降） ※2 免除 ― ― ― 0円  卒業証明書（写） 

※1 詳細は日体協HP 「免除適応コース承認校（分類A・B）卒業生に対する免除対応について」をご覧ください.（トップページ>スポーツ指導者資格をとりたい！>学校でも資格をとれます！） 

※2 マイページから申し込みの場合は自動処理されますので添付は不要です 
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専門科目 免除条件 

指導員専門科目に相当する、競技団体独自の資格をお持ちの方は、申請により専門科目が免除になります。 
※現在受講中、取得見込み、認定保留の方は免除できません 

競技 指導員専門科目免除条件 備考 

アーチェリー     

アイスホッケー 日本アイスホッケー連盟専門科目修了者   

アメフト     

ウエイトリフティング     

エアロビック エアロビック準教師/エアロビックリーダー 
有効期限内であること 
（日本エアロビック連盟に確認すること） 

カーリング     

カヌー     

空手道 全日本空手道連盟専門科目修了者 取得年度内 

弓道 全日本弓道連盟専門科目修了者 認定日から4年間有効 

グラウンド・ゴルフ 日本グラウンド・ゴルフ協会1級普及指導員＜マスター＞ 認定期間内であること 

クレー射撃     

ゲートボール 日本ゲートボール連合準指導員 修了日から4年間有効 

剣道 全日本剣道連盟社会体育指導員 
認定日から4年間有効 
（認定日から4年目の証書提出者は、全剣盟に確認すること） 

ゴルフ 
日本プロゴルフ協会・日本女子プロゴルフ協会 
ティーチング資格A級 

CLASSの箇所に「TCP-A」と記載 

サッカー     

山岳・スポーツクライミング 日本山岳・スポーツクライミング協会専門科目修了者 有効期限の設定は特になし 

自転車競技     

銃剣道 全日本銃剣道連盟専門科目修了者   

柔道 全日本柔道連盟公認柔道指導者B指導員 平成27年4月1日以降の認定証を有する者 

水泳 日本水泳連盟基礎水泳指導員 有効期限内であること 

スキー 

スキー準指導員、スキー指導員、 
公認技術代表、公認セッター、 
公認審判員（公認旗門審判員、公認飛距離審判員を除く） 
競技スキー指導員（競技技術指導員、競技運営指導員）  
※クロスカントリー競技運営指導員は除く 

有効期限内であること 
（有効期限は都道府県スキー連盟にて確認可能） 

スクーバ・ダイビング － 
専門科目免除については 
すべて社会スポーツセンターにて確認 

スケート     

相撲     

セーリング 日本セーリング連盟アシスタントコーチ 認定日から4年間有効 

ソフトテニス     

ソフトボール 日本ソフトボール協会準指導員 
取得年度の次年度から4年間有効 
（取得年度は、認定番号「○○●●○○○○」内の 
●●部分で確認可能） 

体操 日本体操協会一般体操指導員 有効期限内であること 

卓球     

ダンススポーツ     

チアリーディング 指導者資格ClassⅠ、指導者資格ClassⅡ 有効期限内であること 

綱引     

テニス 日本テニス協会普及員 
有効期限内であること 
※期限切れで手続き中の場合は、日本テニス協会にて確認 

ドッジボール 日本ドッジボール協会公認準指導員＜区分Ⅱ＞ 有効期限内であること 

トライアスロン 日本トライアスロン連合公認中級指導者 有効期限内であること 

なぎなた 全日本なぎなた連盟錬士・教士・範士 有効期限の設定は特になし 

軟式野球 
全日本軟式野球連盟野球指導者講習会 
BCC履修証明書 

証明書発行から4年間有効 

バウンドテニス 日本バウンドテニス協会専門科目修了審査証明書 有効期限内であること 

馬術     

バスケットボール 
資格取得・登録については、2018年4月から日本バスケットボール協会（JBA）による一元管理となりました。 
講習会に関する詳細については、日本バスケットボール協会にお問い合わせください 

バドミントン 
日本バドミントン協会 
指導者養成講習会専門科目修了者 

詳細は日本バドミントン協会にお問い合わせください 

バレーボール 日本バレーボール協会専門科目修了者 修了日、認定日から4年間有効 

パワーリフティング 日本パワーリフティング協会準指導員 有効期限内であること 

ハンドボール     

フェンシング     

ボウリング     

ボート     

ホッケー     

ライフル射撃     

ラグビー     

陸上競技 JAAFジュニアコーチ専門科目修了者 有効期限の設定は特になし 

レスリング     

ローラースケート     
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共通科目Ⅰの受講（8月下旬頃～） 

教材・通信講座受講料払込用紙の送付 
日本体育協会にて申込内容を確認後、 
NHK学園から「教材」と「通信講座受講料払込用紙」をお送りします。 
※到着時期は地域によって異なる場合があります 
※9月に入っても届かない場合はNHK学園にご連絡ください 
  NHK学園 「教材係」 TEL：042-572-3151(代) 平日9:30～17:30 
※共通科目Ⅰが免除の方には教材等は送付いたしません。 
 
受講料（19,800円）の支払い 
払込用紙到着後10日以内に、最寄りの郵便局・銀行・コンビニエンスストアで 
受講料をお支払いください。（現金一括払いのみ。クレジットカード・分割払いはできません。） 
※入金確認をもって共通科目Ⅰ（NHK学園）の受講者として決定いたします。 
※一旦入金いただいた受講料は返金いたしませんので予めご承知おきください。 
 
課題提出 
学習の成果を3回の提出課題により検定し、合否を判定します 
＜カリキュラム＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜提出期限＞ 【消印有効】 
  第1回：9月30日まで  
  第2回：10月30日まで 
  第3回：11月30日まで 
  ※全3回の合計出題数100問中、60問以上の正答で合格となります 
 
結果通知（1月頃～） 
NHK学園から検定成績通知表を郵送でお送りします。 
合格者には「共通科目Ⅰ修了証明書」を併せてお送りします。 
※不合格の方には、当該年度内に「追試」を受けることができます 
※今年度合格されなかった方には、次年度もNHK学園から引き続き課題をお送りします 
  （3年目以降は、ご自身にてNHK学園にお問い合わせのうえ課題を受け取ってください） 

○文化としてのスポーツ  ○スポーツと栄養 
  ・スポーツの概念と歴史  ○指導計画と安全管理 
  ・文化としてのスポーツ    ・指導計画の立て方 

○指導者の役割Ⅱ     ・スポーツ活動と安全管理 

  ・スポーツ指導者とは  ○ジュニア期のスポーツ 
  ・スポーツ指導者の倫理    ・発育発達期の身体的特徴、心理的特徴 
  ・指導者の心構え・視点    ・発育発達期に多いケガや病気 
  ・世界の舞台をめざすアスリートの発掘育成の   ・発育発達期のプログラム 

    重要性と指導者の役割  ○地域におけるスポーツ振興 
○指導者の役割Ⅱ    ・地域におけるスポーツ振興方策と行政のかかわり 
  ・体力とは     ・総合型地域スポーツクラブの必要性と社会的意義 
  ・トレーニングの進め方    ・地域におけるスポーツクラブとしての「スポーツ少年団」 
  ・トレーニングの種類 

○スポーツ指導者に必要な医学的知識Ⅰ 
  ・スポーツと健康 
  ・スポーツ活動中に多いケガや病気 
  ・救急処置 
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専門科目の受講 

受講料納入および受講 
実施団体からの案内に従い受講料をお支払いのうえ、専門科目を受講してください。 
※金額（免除内容）、納入方法、開催期日等の詳細は実施団体にご確認ください。 
※期日までに受講料の納入がない場合は、受講取り消しとなる場合があります 
 
受講有効期間について 
専門科目の受講有効期間は4年間です。 
有効期間内に共通科目（NHK学園）、専門科目の両方を修了する必要があります。 
有効期間内に修了できなかった場合は、受講資格を失い、受講実績も取り消しとなります。 
受講有効期間内に受講を辞退される場合は、実施団体にご連絡ください。 

共通科目・専門科目 受講状況通知（5月中旬～） 

共通科目、専門科目の受講状況を通知します。 
※原則マイページ登録アドレス宛にご連絡する予定です。 

登録手続きに関する案内 送付（8月上旬～） 

共通科目と専門科目両方を修了された方に登録手続きに関する案内をお送りします。 
 
登録料（4年間） 
＜初回登録時＞ 
13,000円（基本登録料：10,000円＋初期登録手数料：3,000円） 
＜4年後の資格更新時＞ 
10,000円（基本登録料：10,000） 
※上記の他に、競技団体ごとに「資格別登録料」が別途定められている場合があります 
※詳細については、後日お送りする「登録手続きに関するご案内」をご確認ください。 
※手続きを完了されないと、認定・登録されませんのでご注意ください。 
 
資格認定・登録 
所定の期日までに手続きを完了された方を、当該年10月1日付で資格認定・登録し、 
日本体育協会から「認定証」と「登録証」をお送りします。 
 
有効期間 
資格の有効期間は4年間です。 
資格を更新するためには、有効期限を迎える6ヶ月前までに本会または中央競技団体が 
定める研修を受講することが義務付けられています。 
※義務研修を受講されていない場合、資格の更新はできず、失効することとなります。 

共通科目Ⅰ（NHK学園） 

修了 不合格・課題未提出 

専
門
科
目
（実
施
団
体
） 

修
了
 

登録手続きに関する 
案内をお送りします 

＜共通科目Ⅰ＞ 
次年度にNHK学園から 
課題をお送りします 

未
修
了
 

未
受
講
 

＜専門科目＞ 
実施団体にご確認ください 

＜共通科目Ⅰ＞ 
次年度にNHK学園から 
課題をお送りします 

＜専門科目＞ 
実施団体にご確認ください 
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様式ダウンロードURL
http://www.japan-sports.or.jp/Portals/0/data/ikusei/doc/shidoin/2018/shidoin_moushikomi.xlsx

※必須項目を記入しないと登録できません

フリガナ
※必須

生

男 年 年 月 日

印 月

女 日 （　　　　歳）

〒

No.

2

資格名：

No.

資格名：

専門科目免除
の有無
※必須

※免除をする場合、下記のいずれの資格で免除を行うか番号に○をつける
※専門科目免除は必ず各競技団体に確認して下さい。
※受講予定、受講中の方は免除できません。

1
資格名：

申込日

する　　　・　　　しない

・小学校教員　・中学校教員　・高校教員・大学・高専教員　・公務員　・会社員(団体職員含む)
・工員・商店員　・農業・漁業　・医師 ・自由業(弁護士・僧)　・団体役員・商工自営・主婦
・学生　・無職　・その他

職種
※いずれか

を選択
※必須

講習会名
※必須

自宅電話番号
※必須

連絡先
電話番号

（携帯電話）
※必須

3

メールアドレス
※必須

　　　　　　　　　　　　　　　　＠

1

◆日本体育協会公認指導者有資格者（※スポーツリーダーは除く）として免除を行う

登録番号：

有効期限：西暦　　　　　年　　　　月　　　　日

共通科目Ⅰ免除
の有無
※必須

する　　　・　　　しない

※証明書類の提出必要

資格名：

◆免除適応コース共通科目修了証明書取得者として免除を行う ※証明書類の提出必要

◆その他の免除理由（スポーツリーダー、スポーツ少年団認定員を含む）

※免除をする場合、下記のいずれの資格で免除を行うか番号に○をつける
※受講予定、受講中の方は免除できません。

◆免除対象資格により、免除を行う。 ※証明書類の提出必要

◆その他の免除理由 ※証明書類の提出必要
2

※共通科目・専門科目の免除を行う際には、申込書の裏面に各々証明できる証明書類（コピーで可）を添付するこ
と。

西暦　　　　年  　　月　　　日

※必須
西暦

平成30（2018）年4月1日現在の年齢

勤務先名

公認（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）養成講習会

＊例：公認陸上競技指導員養成講習会

平成30年(2018)度公認指導員養成講習会　受講申込書

氏　　名
※必須

住　　所
（都道府県
から記載）

※必須

ローマ字
（大文字で記載）

※必須

郵便番号
※必須
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Q1　あなたが講習会を受講する理由は何ですか。（あてはまる番号すべてに☑）
□１．自身の資質向上のため
□２．社会的認知を得るため
□３．周りの人からの薦めで
□４．競技団体の薦めで
□５．大会出場に必要なため
□６．指導対象者に認めてもらうため
□７．将来のスポーツ指導のため
□８．その他（　　　　　　　　　　　　　）
------------------------------------------------------------------------------------
上記1～8の中で本講習会受講の最大の理由を1つ選び、その項目の番号をお答えください。
最大の理由・・・（　　　　）

Q2　過去1年間に少なくとも1回以上、スポーツ指導を行いましたか。
□A.行った　　　

□B.行っていない
（過去1年間には行っていないが、それ以前に行っていた）
□C. 行っていない

Q3　下記項目について、Q2でAを選択した方は「現在の指導状況」を、B・Cを選択した方は「今後どの
場所・領域で活動することを想定しているか」についてお答えください。

指導場所 □１．公共の施設　　
（あてはまるものすべてに☑）□２．総合型地域スポーツクラブ

□３．小・中・高校の学校施設
□４．大学・高専等の学校施設
□５．民間の施設
□６．職場の施設
□７．個人宅（自宅を含む）
□８．福祉・医療施設

指導領域 □１．地域スポーツ　［少年団・総合型地域スポーツクラブを含む］
（あてはまるものすべてに☑）□２．中学校スポーツ

□３．高校スポーツ
□４．大学・高専等スポーツ
□５．プロスポーツ　［チーム・個人を含む］
□６．企業スポーツ　［実業団契約社員・嘱託等を含む］
□７．商業スポーツ　［フィットネスクラブ・スイミングスクール・体操教室等］
□８．スポーツ組織・施設運営　［体育協会、体育館・スポーツセンター等］
□９．福祉・医療関係

指導対象(世代等)□１．～幼児　□２．小学生　□３．中学生　□４．高校生
　（あてはまるものすべてに☑）□５．大学生・専門学校生　　□６．社会人　□７．高齢者
指導対象(性別) □１．男性　 □２．女性
　（あてはまるものすべてに☑）
指導対象(レベル) □１．初心者　 □２．初級者　 □３．中級者　 □４．上級者
（あてはまるものすべてに☑）

Q2でB・Cを選択した方は終了です。Q2でAを選択した方はQ4をお答えください。

スポーツ指導者の活動に関する調査

⇒Q4については、“今後どの

現場で活動することを想定し

ているか”についてお答えく

ださい

⇒Q4では“現在の活動”、Q5では“今後どの

現場で活動したいか”についてお答えくださ
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※Q2でAを選択した方のみご回答ください。
Q4　下記項目について、「今後どの場所・領域で活動したいか」をお答えください。

指導場所 □１．公共の施設　　
（あてはまるものすべてに☑）□２．総合型地域スポーツクラブ

□３．小・中・高校の学校施設
□４．大学・高専等の学校施設
□５．民間の施設
□６．職場の施設
□７．個人宅（自宅を含む）
□８．福祉・医療施設

指導領域 □１．地域スポーツ　［少年団・総合型地域スポーツクラブを含む］
（あてはまるものすべてに☑）□２．中学校スポーツ

□３．高校スポーツ
□４．大学・高専等スポーツ
□５．プロスポーツ　［チーム・個人を含む］
□６．企業スポーツ　［実業団契約社員・嘱託等を含む］
□７．商業スポーツ　［フィットネスクラブ・スイミングスクール・体操教室等］
□８．スポーツ組織・施設運営　［体育協会、体育館・スポーツセンター等］
□９．福祉・医療関係

指導対象(世代等)□１．～幼児　□２．小学生　□３．中学生　□４．高校生
　（あてはまるものすべてに☑）□５．大学生・専門学校生　　□６．社会人　□７．高齢者
指導対象(性別) □１．男性　 □２．女性
　（あてはまるものすべてに☑）
指導対象(レベル) □１．初心者　 □２．初級者　 □３．中級者　 □４．上級者
（あてはまるものすべてに☑）

本講習会受講希望者個人調書に記載いただいた個人情報は、公認スポーツ指導者育成団体が共同利用す

ることとし、本講習会の運営・管理および諸連絡に使用します。

また、スポーツ指導者の活動に関する調査にて取得した情報は、個人が特定されないで集計し、個人名

が特定されるような公表をすることはいたしません。

日本体育協会は、本講習会における受講管理を業務委託いたします。業務委託先とは、個人情報保護に

関する覚書を締結し、個人情報の取扱いについては、十分注意を払っております。

本会個人情報取り扱いについて⇒http://www.japan-sports.or.jp/privacypolicy/tabid/102/Default.aspx
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共通科目および講習会全般に関するお問い合わせ

公益財団法人日本体育協会スポーツ指導者育成部
メール：shidoin@japan-sports.or.jp
TEL：03-3481-2226
受付時間 9:30～17:30 （12:00～13:00、土日祝日除く）

専門科目講習会に関するお問い合わせ
※競技によっては、中央競技団体・都道府県競技団体が窓口となっている場合があります

No 団体名 ＴＥＬ No 団体名 ＴＥＬ

1 公益財団法人 北海道体育協会 011-820-1701 26 公益財団法人 京都府体育協会 075-692-3455

2 公益財団法人 青森県体育協会 017-766-2141 27 公益財団法人 大阪体育協会 06-6643-5234

3 公益財団法人 岩手県体育協会 019-648-0400 28 公益財団法人 兵庫県体育協会 078-332-2344

4 公益財団法人 宮城県体育協会 022-726-4211 29 公益財団法人 奈良県体育協会 0742-22-5791

5 公益財団法人 秋田県体育協会 018-864-8090 30 公益社団法人 和歌山県体育協会 073-431-3982

6 公益財団法人 山形県体育協会 023-625-5740 31 公益財団法人 鳥取県体育協会 0857-26-7802

7 公益財団法人 福島県体育協会 024-521-7896 32 公益財団法人 島根県体育協会 0852-21-5364

8 公益財団法人 茨城県体育協会 029-303-7222 33 公益財団法人 岡山県体育協会 086-256-7101

9 公益財団法人 栃木県体育協会 028-622-7677 34 公益財団法人 広島県体育協会 082-221-4600

10 公益財団法人 群馬県スポーツ協会 027-234-5555 35 公益財団法人 山口県体育協会 083-923-3764

11 公益財団法人 埼玉県体育協会 048-779-5895 36 公益財団法人 香川県体育協会 087-833-1580

12 公益財団法人 千葉県体育協会 043-254-0023 37 公益財団法人 徳島県体育協会 088-655-3660

13 公益財団法人 東京都体育協会 03-3481-2422 38 公益財団法人 愛媛県体育協会 089-911-1199

14 公益財団法人 神奈川県体育協会 045-311-0653 39 公益財団法人 高知県体育協会 088-873-6263

15 公益財団法人 山梨県体育協会 055-243-3111 40 公益財団法人 福岡県体育協会 092-629-3535

16 公益財団法人 新潟県体育協会 025-287-8600 41 公益財団法人 佐賀県体育協会 0952-30-7716

17 公益財団法人 長野県体育協会 026-235-3483 42 公益財団法人 長崎県体育協会 095-845-2083

18 公益財団法人 富山県体育協会 076-461-7138 43 公益財団法人 熊本県体育協会 096-388-1581

19 公益財団法人 石川県体育協会 076-268-3100 44 公益財団法人 大分県体育協会 097-504-0888

20 公益財団法人 福井県体育協会 0776-34-2719 45 公益財団法人 宮崎県体育協会 0985-58-5633

21 公益財団法人 静岡県体育協会 054-265-6464 46 公益財団法人 鹿児島県体育協会 099-255-0146

22 公益財団法人 愛知県体育協会 052-264-1010 47 公益財団法人 沖縄県体育協会 098-857-0017

23 公益財団法人 三重県体育協会 0593-72-3880

24 公益財団法人 岐阜県体育協会 058-297-2567

25 公益財団法人 滋賀県体育協会 077-521-8001
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日本体育協会公認スポーツ指導者登録状況
（201７年10月現在）

表３．競技・資格別登録者数 （人）

指導員 上級指導員 コーチ 上級コーチ 教師 上級教師
1 陸上競技 2,732 85 884 227 - - 3,928
2 水泳 9,740 1,467 2,620 805 2,273 470 17,375
3 サッカー 28,866 - 4,799 2,273 - - 35,938
4 スキー 659 2,390 98 14 289 317 3,767
5 テニス 2,391 1,304 334 244 353 141 4,767
6 ボート 402 2 285 75 - - 764
7 ホッケー 136 0 508 93 - - 737
8 ボクシング 7 - 298 17 - - 322
9 バレーボール 14,680 826 599 429 - - 16,534
10 体操 593 167 1,080 67 - - 1,907
11 バスケットボール 8,643 103 684 187 - - 9,617
12 スケート 378 - 202 54 77 - 711
13 レスリング 297 1 1 22 - - 321
14 セーリング 307 122 133 80 - - 642
15 ウエイトリフティング 144 - 132 50 - - 326
16 ハンドボール 1,027 43 512 85 - - 1,667
17 自転車競技 255 1 300 45 - - 601
18 ソフトテニス 2,533 363 275 19 - - 3,190
19 卓球 1,458 1,050 590 83 - - 3,181
20 軟式野球 2,147 - 254 - - - 2,401
21 相撲 266 - 0 - - - 266
22 馬術 54 - 345 - - - 399
23 柔道 396 - 373 45 - - 814
24 ソフトボール 11,891 690 273 64 - - 12,918
25 フェンシング 422 - 96 47 - - 565
26 バドミントン 2,225 448 330 69 - - 3,072
27 弓道 4,365 399 78 - - - 4,842
28 ライフル射撃 7 0 239 18 - - 264
29 剣道 1,614 272 - - - - 1,886
30 近代五種 - - 19 5 - - 24
31 ラグビーフットボール 963 56 767 123 - - 1,909
32 山岳 905 987 52 65 - - 2,009
33 スポーツクライミング 368 91 17 - - - 476
34 カヌー 168 6 274 23 - - 471
35 アーチェリー 700 17 41 - - - 758
36 空手道 2,428 1,230 620 401 - - 4,679
37 アイスホッケー 346 - - 4 - - 350
38 銃剣道 748 44 - - - - 792
39 クレー射撃 354 - 3 - - - 357
40 なぎなた 967 93 120 32 - - 1,212
41 ボウリング 768 6 141 7 0 - 922
42 ボブスレー・リュージュ・スケルトン - - 8 8 - - 16
43 綱引 62 - - - - - 62
44 ゲートボール 1,253 0 - - - - 1,253
45 カーリング 357 89 - - - - 446
46 パワーリフティング 193 0 - - - - 193
47 グラウンド・ゴルフ 192 - - - - - 192
48 トライアスロン 298 - - - - - 298
49 ゴルフ 182 - - - - - 182
50 バウンドテニス 46 2 - - - - 48
51 エアロビック 677 52 0 26 11 - 766
52 バイアスロン 2 - 30 2 - - 34
53 ドッジボール 17 - - - - - 17
54 チアリーディング 0 0 0 - - - 0
55 ローラースポーツ 0 - - - - - 0
56 ダンススポーツ 233 - 71 - - - 304
57 アメリカンフットボール 308 - 3 - - - 311
58 プロゴルフ - - - - 105 117 222
59 プロテニス - - - - 142 132 274
60 プロスキー - - - - 32 77 109
61 スクーバ・ダイビング 394 77 - - - - 471
62 その他 43 - - - - - 43

111,607 12,483 18,488 5,808 3,282 1,254 152,922
＊同一資格で異なる競技を有する場合にはそれぞれの競技に１人分を計上。
＊：「-」は現在養成を行っていない資格・競技。

合計

　
資格

指導員 コーチ 教師
合計
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安全で、正しく、楽しいスポーツ活動の場を確保するために
• スポーツに対して情熱を持ち、常にプレーヤーを最優先し、何事にも前向きに取り組む
•すべてのプレーヤーに常に公平な態度で接し、また活動に参加したくなるような雰囲気を作る
•すべてのプレーヤーの個性や長所を見つけ、伸ばす
•一方的、強制的な指導にならないよう、コミュニケーションスキルを高め、活動のねらいや内容
をプレーヤーと共有する

•発育発達段階や技能レベルに即して指導の内容と方法を工夫する
•プレーヤーの健康状態に注意をはらい、ケガや病気を起こさないよう配慮する
•天候や活動場所の整備状況、道具・用具の手入れや施設の破損確認などに配慮する

公認スポーツ指導者育成の基本コンセプト

日本体育協会及び加盟団体等は、「スポーツ立国」の実現を目指し、
生涯を通じた快適なスポーツライフの構築を図ることを通して、望ましい社会の
実現に貢献するため、その推進の中心となるスポーツ指導者を育成する。

「スポーツ立国」
スポーツの持つ力が、望ましい地域社会の実現に貢献するとともに、スポーツにかかわる自立・自律した人々の主体的かつ
自治的なスポーツ実践や運動（ムーブメント）を通して、国内はもとよりアジア近隣諸国から地球規模へと拡がることによって、
「スポーツ宣言日本」が目指す社会像の実現に寄与していくこと。

日本体育協会
公認スポーツ指導者とは

日本体育協会及び加盟団体等が、
公認スポーツ指導者制度に基づき
資格認定する指導者とは、常にプ
レーヤーを最優先するというスタン
スに立ち、スポーツ医・科学の知識
を活かし、「スポーツを安全に、正し
く、楽しく」指導し、「スポーツの本質
的な楽しさ、素晴らしさ」を伝えるこ
とのできる者である。

望ましい
公認スポーツ指導者とは

公認スポーツ指導者は、日常の「生活／
暮らし」にスポーツを取り入れることによって
「豊かな人生」を得られることを広く一般に
定着させるとともに、「仲間と楽しく行いた
い」「うまくなりたい、強くなりたい」さらに「健
康になりたい、長生きしたい」という欲求に
応えられるよう、その実現に向けて「サポー
トする」活動を通して、望ましい社会の実現
に貢献するという役割を持つ。
また、常に自己研鑽を図り、自ら成長・発
展するとともに、社会的評価が得られるよう
努力することが重要である。




